
２０１１年度環境報告書

株式会社東芝 青梅事業所



編 集 方 針
この環境報告書は、当事業所の２０１０年度（２０１０年４月～２０１１年３月。一部の内容に

２０１１年度の計画・活動実績の内容を含みます。）の環境活動の取り組みと成果を中心にまとめたもの

です。記載内容は、当事業所の近隣地域の皆様や取引先、行政、ＮＰＯそして当事業所で勤務する従業員

などに、当事業所の環境活動についてご理解いただくことを念頭に編集しました。

報 告 対 象 範 囲
この環境報告書の記載範囲は、ＩＳＯ１４００１に基づいて一体活動を行う審査登録範囲のうち、東芝

青梅事業所の範囲を報告対象範囲とし、事業所内の関係・協力会社を含みます。

表紙の写真は、第５回青梅事業所環境フォトコンテスト最優秀賞「花と戯れる」です。（撮影者：真壁 雄司氏）
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まず初めに、東日本大震災により被災されました皆様に心よりお見舞い申し上げます。

また、被災地の１日も早い復興を心からお祈り申し上げます。

東芝グループでは、震災の発生以来全社を挙げて被災地の復興支援に取り組

んでおり、社会インフラの復旧対応や義捐活動などを通して協力しています。

また、「エコ・リーディングカンパニー」として地球と調和した人類の豊か

な生活を２０５０年のあるべき姿として描き、これに向けた企業のビジョンと

して「環境ビジョン２０５０」を定めて、地球との共生と豊かな価値の創造を

図っています。

東芝グループの一員である当事業所においても、「環境ビジョン２０５０」をもとに当事業所の環境方針

を定めて、「環境経営の推進」「事業プロセス環境活動における環境負荷低減」「環境調和型製品創出にお

ける環境負荷低減」「地球内企業として社会に貢献」を最重要課題の４本柱として掲げて、より具体的で且

つ明確な活動を継続的に進めております。

これらの環境方針のもと環境推進体制を構築し、環境経営評価を定期的に行い、事業活動のプロセスや製

品自体の環境影響要素を抽出し、環境負荷低減に取り組んでいます。その取組みとして、「事業所インフラ

の省エネ改善や廃棄物削減」「ノートＰＣ、ＨＤＤを代表とした製品の消費電力削減やリサイクル性向上」

と事業プロセスの管理として、「排水や大気などの環境測定及び監視」「環境影響要素が万が一異常となっ

た場合を想定した緊急対応訓練」などの活動を進めています。また、環境コミュニケーションとして、環境

経営のベースとなる全従業員への環境教育、環境啓発活動、及び地域との共生の一環として当事業所の環境

への取組みをご理解していただくために近隣小学生への環境施設見学会と体験学習なども実施しています。

更に、「省エネ」と「３Ｒ」の専門委員会を組織化し、より強化した取組みを推進できる体制で活動して

います。そして、環境経営を持続し継続発展させるために、「環境への取組み」を事業基盤の重要要素とし

て、ＩＳＯ１４００１の環境マネジメントシステムをベースに、環境方針に則った環境への取組みを計画的

に且つ確実に実施し、計画どおりに目標を達成すること、その結果と内容をお客様や地域の方々にお知らせ

することをお約束します。また、震災における夏季の電力抑制に伴い、当事業所では夏季の節電対策連絡会

議を開催し、取り組み内容を事業所内全体に周知して節電施策を推進しています。その具体的施策としては、

「各部門照明の５０％以上を消灯」「使用するノートＰＣへの省電力及びピークシフト設定」「給湯器の利

用は１５時までに電源を落す」などの施策を事業所全体で展開しています。現在実施している節電施策を継

続していくことと省エネのために、「高効率照明器具への更新」「窓断熱フィルムの施工」などの設備投資

を効果的に行っていきます。当事業所は、今夏及び今後の電力抑制に努めていきます。

この環境報告書は、1年間の環境活動内容の取組みをまとめたもので、お客様や地域の方々にわかりやす

く伝えるコミュニケーションツールとして機能し、「環境にやさしい東芝、青梅事業所」としてご理解いた

だければ幸甚と存じます。

株式会社東芝 青梅事業所

所 長 平田 泰光

事業所長あいさつ

人と環境に貢献する事業所を目指して
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設 立 ： １９６８年（昭和４３年）１月

従業員数 ： ２，６８４名（正規従業員数）
（2011/7/1現在）

４，６４７名（関係会社及び構内外注含む）

規 模 ： 敷地面積 １１９,９７９㎡

： 延べ床面積 １０４,３５２㎡

緑 化 率 ： ２０．３％

事業所概況事業所概況

御岳山

吉野梅郷

圏央道
青梅ＩＣ

小作駅

御嶽駅

青梅市

青梅駅

青梅
マラソン

小作駅

〒

青 梅

事業所

小作駅

〒

青 梅

事業所

♨
岩蔵温泉

デスクトップＰＣ

ＩＡサーバ

ハードディスクドライブ

ノートＰＣ（開発及び設計のみ）

デジタルＡＶ機器（開発及び設計のみ）

主要製品主要製品

青梅事業所概要

当事業所は、豊かな自然を色濃く残す東京都青梅市に位置し、近隣地域と共生しつつ、

ノートＰＣをはじめとしたデジタルプロダクツ製品及びストレージデバイス機器などの

開発拠点として、ライフサイクルを通じて環境負荷の低減を図り、環境調和型製品の創

出を行っています。

塩船観音寺

卍



職制ライン

審議・諮問ライン

ｾﾐｺﾝﾀﾞｸﾀｰ&ｽﾄﾚｰｼﾞ社
青梅ｽﾄﾚｰｼﾞﾌﾟﾛﾀﾞｸﾂ工場
環境管理責任者

青梅ｽﾄﾚｰｼﾞﾌﾟﾛﾀﾞｸﾂ工場長

省
エ
ネ
推
進
委
員
会

３
Ｒ
推
進
委
員
会

各部門 各関係会社

各部 環境

推進ﾘｰﾀﾞｰ

各部長

従業員／常駐
会社従業員

各関係会社環境

推進ﾘｰﾀﾞｰ

各部長

従業員／常駐
会社従業員

環境推進責任者
事業所企画担当ｸﾞﾙｰﾌﾟ長

各部 環境

推進ﾘｰﾀﾞｰ

各部長

従業員／常駐
会社従業員

各部門各関係会社

各部 環境

推進ﾘｰﾀﾞｰ

各部長

従業員／常駐
会社従業員

各関係会社環境

推進ﾘｰﾀﾞｰ

各部長

従業員／常駐
会社従業員

各部 環境
推進ﾘｰﾀﾞｰ

各部長

従業員／常駐
会社従業員

環境推進責任者
事業所企画担当ｸﾞﾙｰﾌﾟ長

ｾﾐｺﾝﾀﾞｸﾀｰ
&ｽﾄﾚｰｼﾞ社
地球環境会議

各設計部門

ﾃﾞｼﾞﾀﾙﾌﾟﾛﾀﾞｸﾂ&ｻｰﾋﾞｽ社
青梅事業所

環境管理責任者
青梅事業所長事務局

事業所企画担当

環境連絡会

各設計部門

ﾃﾞｼﾞﾀﾙﾌﾟﾛﾀﾞｸﾂ
&ｻｰﾋﾞｽ社
地球環境会議

事業所地球環境会議
議長：青梅事業所長

事業所環境委員会
委員長：事業所企画担当ｸﾞﾙｰﾌﾟ長

環境設計
アセスメント
委員会

環境設計
アセスメント
委員会

環境管理責任者（サイト）
環境保全責任者
青梅事業所長

監査チーム

主任監査員、監査員

職制ライン

審議・諮問ライン

職制ライン

審議・諮問ライン

ｾﾐｺﾝﾀﾞｸﾀｰ&ｽﾄﾚｰｼﾞ社
青梅ｽﾄﾚｰｼﾞﾌﾟﾛﾀﾞｸﾂ工場
環境管理責任者

青梅ｽﾄﾚｰｼﾞﾌﾟﾛﾀﾞｸﾂ工場長

省
エ
ネ
推
進
委
員
会

３
Ｒ
推
進
委
員
会

各部門 各関係会社

各部 環境

推進ﾘｰﾀﾞｰ

各部長

従業員／常駐
会社従業員

各関係会社環境

推進ﾘｰﾀﾞｰ

各部長

従業員／常駐
会社従業員

環境推進責任者
事業所企画担当ｸﾞﾙｰﾌﾟ長

各部 環境

推進ﾘｰﾀﾞｰ

各部長

従業員／常駐
会社従業員

各部門各関係会社

各部 環境

推進ﾘｰﾀﾞｰ

各部長

従業員／常駐
会社従業員

各関係会社環境

推進ﾘｰﾀﾞｰ

各部長

従業員／常駐
会社従業員

各部 環境
推進ﾘｰﾀﾞｰ

各部長

従業員／常駐
会社従業員

環境推進責任者
事業所企画担当ｸﾞﾙｰﾌﾟ長

ｾﾐｺﾝﾀﾞｸﾀｰ
&ｽﾄﾚｰｼﾞ社
地球環境会議

各設計部門

ﾃﾞｼﾞﾀﾙﾌﾟﾛﾀﾞｸﾂ&ｻｰﾋﾞｽ社
青梅事業所

環境管理責任者
青梅事業所長事務局

事業所企画担当

環境連絡会

各設計部門

ﾃﾞｼﾞﾀﾙﾌﾟﾛﾀﾞｸﾂ
&ｻｰﾋﾞｽ社
地球環境会議

事業所地球環境会議
議長：青梅事業所長

事業所環境委員会
委員長：事業所企画担当ｸﾞﾙｰﾌﾟ長

環境設計
アセスメント
委員会

環境設計
アセスメント
委員会

環境管理責任者（サイト）
環境保全責任者
青梅事業所長

監査チーム

主任監査員、監査員

環境マネジメントシステムについて
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環境マネジメントシステム（ＥＭＳ）環境マネジメントシステム（ＥＭＳ）

マネジメントマネジメント
レビューレビュー

点点 検検
実施・運用実施・運用

計計 画画

● ＥＭＳ概念図（ＰＤＣＡサイクル）

当事業所では、環境に関して国際的な規格である「ＩＳＯ１４００１」に基づいたＥＭＳを構

築し、継続的な活動を推進しています。ＥＭＳとは、自らが策定した環境方針に基づき、ＰＤＣ

Ａ（ Plan（計画）→Do（実施及び運用）→Check（点検）→Act（マネジメントレビュー））

のサイクルを回す事により、継続的な改善を目指す仕組みのことです。

環境方針環境方針

翌年度見直し翌年度見直し

環境管理体制環境管理体制

環境に関する活動を推進するために、環境保全責任者を選任し環境保全責任者の元、各種の環

境活動を推進しています。また、環境活動に関する重要事項を審議、決定するための地球環境会

議・各環境委員会を設置し活動しています。
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環境方針環境方針

当事業所の環境方針は、『東芝グループ環境基本方針』などに基いて作成しており、

「青梅事業所環境方針」は、当事業所の地球環境会議において承認を得て制定しています。

環境マネジメントシステムについて



※ストレージ事業の統廃合により、従業員数の増加や他事業所より多くの設備類を移設・稼動により水使用量及び消費電力が増加
したためであり、２０１１年度以降に計画見直しや改善も含めて対応を検討中。

当事業所では、ＩＳＯ１４００１及び東芝グループの第４次アクションプランに基づき、事業

所独自の目的・目標を定め、中期計画及び年度計画を策定し活動しています。

環境マネジメントシステムについて

6

目的及び目標目的及び目標

● 中期計画及び年度計画

■ 中期計画（～２０１２年度）

１．９％削減実績
水受入量

１０％削減８％削減６％削減計画
2000年度水受入量の削減

最終処分量/

廃棄物総発生量

０．２％未満０．２％未満０．２％未満計画2012年度の

最終処分率

廃棄物ゼロエミッション

の継続・向上 ０．０９％実績

・植林ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑ
・生物多様性
情報把握

・植林ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑ
・生物多様性
情報把握

２７．８％削減

６％削減

０．２％削減

６％削減

４．７％増加

３％削減

２０１０年度

実績

実績

実績

実績

・植林ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑ
・生物多様性
保全活動

９％削減

９％削減

４．５％削減

２０１１年度

計画

計画

計画

計画

・植林ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑ
・生物多様性
保全活動

１２％削減

１２％削減

６％削減

２０１２年度

生物多様性保全

への取組み

総排出量

総排出量

総排出量

管理項目基準年

－生物多様性の推進

200８年度廃棄物総発生量の削減

200８年度
製品物流に伴う

ＣＯ２排出量の削減

200８年度
省エネルギーによる

ＣＯ２排出量削減

実施項目
主要項目

※

化学物質の適正管理・化学物質の適正管理化学物質管理

事業プロセス

環境活動の推進

４月～５月
５月、１２月
６月、１０月、２月
６月、９月

・部門単位での環境影響評価と計画立案
・環境関連審査及び監査の準備
・月間行事（環境・３Ｒ・省エネ）推進
・各環境教育の実施

環境活動への
積極的な取り組み環境経営の推進

※各カンパニー毎の計画

による

・ｾﾐｺﾝﾀﾞｸﾀｰ 他社を凌駕するエコター

&ｽﾄﾚｰｼﾞ社 ゲットの設定と着実な実現

・ﾃﾞｼﾞﾀﾙﾌﾟﾛﾀﾞｸﾂ ＥＣＰの提供

&ｻｰﾋﾞｽ社 製品環境効率の向上

環境調和型製品

（ＥＣＰ）の創出

環境調和型製品

創出による環境

負荷低減

地球内企業として

社会貢献

環境方針との

繋がり

７１４t

0.２％未満

1回／2ヶ月開催

１０件以上／年

１００ｐ以上／年

・廃棄物総発生量削減

・ゼロエミッションの継続維持

・３Ｒ推進委員会の活動推進

・もったいないＰｌａｃｅ出品による転用

・什器備品の転用

資源有効活用

５月、10月

8月

・企業の森・東芝（御岳）保全活動の推進

・夏休み小学生環境施設見学会の実施
特徴環境活動の推進

1３,８８４t-CO２
1回／2ヶ月開催

１件以上／年

４件以上／年

目標値（期限）

・ＣＯ２ 排出量削減

・省エネ推進委員会の活動推進

・省エネ設備投資の申請と実行

・省エネ管理改善の実行

重点テーマ

地球温暖化の防止

環境目的

■ ２０１１年度計画

※
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青 梅 事 業 所

（
Ｉ
Ｎ
Ｐ
Ｕ
Ｔ
）

投

入

実施、運用実施、運用

共通業務・開発／設計・製造・出荷などの事業活動において、水・電気・ガス・燃料の使用及

びそれに伴い排出される排水・ＣＯ2 や廃棄物の発生など、様々な環境負荷が伴います。当事業

所では、環境活動を推進し事業活動により発生する環境負荷をできる限り小さくするよう努めて

います。

● 環境負荷

◆電気の使用
照明、ＯＡ機器 など

◆都市ガスの使用
ボイラ運転

◆水の使用
飲用水、生活用水 など

３２,２５９千ｋｗｈ

電 気

＜環境負荷＞
資源の使用
大気汚染

８０３千㎥

都市ガス

＜環境負荷＞
資源の使用

化学物質など

＜環境負荷＞
化学物質の
使用／廃棄

ＣＯ２ 排出量

1４,２７６ｔ-CO2

＜環境負荷＞
地球温暖化

排水（下水道）

1０９千㎥

＜環境負荷＞
水質汚濁

廃棄物

７３６ｔ

＜環境負荷＞
資源の廃棄
廃棄物処分場の不足

■ 環境負荷施設

（
Ｏ
Ｕ
Ｔ
Ｐ
Ｕ
Ｔ
）

排

出

大気（ばい煙）

ＮＯｘ ４７９ｋｇ
ばい煙 １３ｋｇ

＜環境負荷＞
大気汚染

共通業務共通業務

調調 達達

製製 造造

出荷・輸送出荷・輸送

事

業

活

動

排水中和装置工程排水処理 厨房排水処理

ボイラー ４基

水

上 水 道 ７８千㎥
工業用水 ８４千㎥

＜環境負荷＞
水の使用

◆燃料の使用

運送関係

開発／設計開発／設計

◆ばい煙発生施設◆（大気汚染防止法）

◆除害施設◆（下水道法）

◆電気の使用
照明、ＯＡ機器 など

◆燃料の使用

運送関係

◆電気の使用

製造設備稼働

◆水の使用

部品洗浄 など

６６５㎏
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● 環境会計

当事業所では、事業活動の中で環境保全のために投じた費用と、その効果を定量的に把握して

います。また集計結果は分析し、環境活動を推進するための指標として活用しています。

■ 環境保全コスト

事業活動に起因する環境への負荷を抑制することなどを目的としたコスト及びこれに結びつい

たコスト。

(+59)

(0)

(0)

(+24)

(+14)

(+28)

(-4)

(-33)

(+30)

(-57)

(0)

(0)

(+13)

(+4)

(0)

(0)

(-7)

(-67)

合 計

環境損傷対応コスト
（環境保全に関わる補助金・訴訟）

社会活動コスト
（地域環境活動の支援・情報公開）

研究開発コスト
（環境保全に関する研究開発）

管理活動コスト
（環境教育・会議・監査など）

上・下流コスト
（グリーン購入・廃製品など汚染防止）

コ

ス

ト

事
業
所
エ
リ
ア
内

1104
環境委員会活動、排出物監
視、緑化委託、全員教育、他

31０
グリーン調達活動
グリーン調達仕組み

５0０
廃棄物管理業務委託、他③資源循環コスト

4318
照明更新、空調更新、冷凍機
点検、他

②地球環境保全コスト

59３
ﾎﾞｲﾗｰ点検、排水処理点検、
排水監視装置更新、他

①公害防止コスト
（大気・水質などの汚染防止）

１０
企業の森（東芝）御岳、事業
所周辺清掃、緑の募金活動、
小学生環境施設見学など

２8515
環境に関する製品などの研究
開発コスト

００無し

５79

費用額
（対前年度比増減）

分 類

40

設備投資額
（対前年度比増減）

内 容

＜２０１０年度の主な設備投資内訳＞
＊＃１０高効率照明更新 １４百万円
＊外灯更新、観測井戸設置、ｐＨ監視 １０百万円

－５８合計

－１用 水

６廃 棄 物

－６３エネルギー

効果額項目

単位：百万円

環境保全活動により達成された「環境負荷低

減（環境パフォーマンスの向上）」の効果及び

事業活動でもたらされた経済的収益効果など。

■ 環境保全効果

エネルギー・用水は、当初見込み以外に他事

業所からの人員異動及び多くの設備の受入れが

あり、大幅にエネルギー・用水の消費量が増大

したため。

廃棄物は、全体で削減効果が得られた。

（廃プラ・汚泥の減量の影響大）

単位：百万円

実質経済効果（前年度比）

0

200

400

600

800

設備投資 費用額 設備投資 費用額

環境損傷対応ｺｽﾄ

社会活動ｺｽﾄ

研究開発ｺｽﾄ

管理活動ｺｽﾄ

上下流ｺｽﾄ

資源循環ｺｽﾄ

地球環境保全ｺｽﾄ

公害防止ｺｽﾄ

＜前年度対比＞
単位：百万円

９７

2009年 2010年

５２０

４０

５７９

・設備投資は前年度比▲５７百万円減少
・費用は前年度比＋５９百万円増加

単位：百万円

９７

2009年 2010年

５２０

４０

５７９

・設備投資は前年度比▲５７百万円減少
・費用は前年度比＋５９百万円増加

環境マネジメントシステムについて
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● 環境教育

２月

12月

11月

原水槽調整ポンプ絶縁不良工程排水処理施設5月

加工油面高さの設定ミスにより

放電加工油が発火する
放電加工機Ａ５０Ｒ

＃４０／１Ｆ中央流し場にて

酸性洗剤を排水
汚水ｐＨ異常1月

廃スプレー缶の温度上昇に伴い

爆発炎上した
産業廃棄物悪寒場所

10月

8月

6月

実施月

切削油原液を倒した場合危険物少量保管庫

廃油を台車で運搬中に転倒し、

廃油が流出
危険物屋内貯蔵所

停車中トラックよりオイル漏れが

発生

雨水への環境影響物質

漏洩異常

＃５０リサイクルセンターで

火災発生、危険物貯蔵庫に延焼

破砕作業中に排水が西雨水系へ流入雨水ｐＨ異常

題 目 （異常想定）対 象 設 備

■ 訓練実績

●緊急対応訓練の実施

◆工程排水処理施設訓練◆

環境に著しく影響を与える可能性のある施設・設備に対し、異常や事故が発生した場合を想定

し、“迅速”にかつ、その被害を“最小限”となるように、年間計画を作成し定期的に訓練を実

施しており、またその対応の基礎となる想定訓練手順書をもとに、何度も訓練を行い、対応者の

レベルアップを図っています。

２０１０年度では、８ヵ所の施設・設備が対象になり、計９回の訓練を実施しました。

◆雨水ｐＨ異常訓練◆

環境に関し、企業での取り組みの重要性が増すなか、さまざまな地球環境問題や国内外での環

境関連法令・制度が制定されるなど、私たちを取り巻く状況についてもめまぐるしく変化してい

ます。

そのような中、各種の教育を通して従業員一人ひとりが、仕事や、生活との係りを理解し、今

何をすべきかを考え、行動することが大切と捉え、定期的に教育を実施しています。

■環境教育実施状況

※ 教育期間中の不在者（長期出張、出向者など）については、教育対象から除外しています。

※

100 ％２６人2010年 6月特定作業者集合教育特定作業者教育

100 ％９６人2010年11月東芝ｽﾄﾚｰｼﾞﾃﾞﾊﾞｲｽ㈱集合教育転入者教育

100 ％

100 ％

100 ％

受講率

４５人2010年11月内部環境監査員集合教育内部監査員養成教育

１７人2010年 7月新入社員集合教育新入社員教育

３，４９５人
2011年 2月

2011年 3月
全従業員

・e-Learning教育
・Web教育
・集合教育

全員教育

受講人数※時 期対 象方 法教育の種類

雨水ｐＨ異常

工程排水処理施設
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東芝グループでは、独自の環境監査システムとして東芝総合環境監査を構築し、１回／年の監

査を実施しています。監査は、東芝基準の監査員資格を取得した監査員により、当事業所の環境

経営評価（目的・目標の達成度、地域協調活動の実施状況など）、現場評価及び遵法評価を実施

し、その結果を上限（Ａ）～下限（Ｅ）に分類しランク評価します。

１回／年、外部機構である株式会社日本環境認証機構により、ＩＳＯ１４００１の規格要求事

項のとおりＥＭＳが構築され、そのＥＭＳが適切に運用されているかをチェックする審査を受査

しています。２０１１年度は、組織変更に伴い認証範囲などを見直し１年次のサーベイランス審

査を受査し、結果は『認証の継続』となりました。

● 監査及び審査

Ａ
（95.4%）

現場評価

環境経営評価
社内監査 １１／03

1１／07

実施時期

Ａ
（97.8%）東芝グループ

東芝総合環境監査員
東芝総合環境監査

向 上日本環境認証機構審査員事業所全域ＩＳＯ14001更新審査外部審査

結 果監 査 員対 象監査・審査の種類

■ ＩＳＯ１４００１（外部機構による環境審査）

■ 東芝総合環境監査（内部環境監査）

■ 結果

当事業所では、外部機構による審査及び東芝グループ社内監査の２種類を受査することにより、

事業所で定めるＥＭＳや環境経営活動が、適正に運用されているか定期的な評価をおこない、シ

ステムの継続的な改善と向上を図っています。

＜登録証＞

認証更新2010年 7月

認証範囲を見直し、１年次
サーベイランス受査

2011年 7月

認証更新2007年 7月

認証更新2004年 7月

認証更新2001年 7月

認証更新1998年 7月

ＩＳＯ１４００１発行1996年10月

ＢＳ７７５０認証取得1995年 7月

環境マネジメントシステムについて




